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メキシコ PRI体制の危機と再編：1971,,-....,,;90年
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おわりに

はじめに

累積債務の重圧は， 1980年代を通して，ラテン

アメリカのすべての国に重大な政治的・社会的変

動を強いているが，過去50年間ラテンアメリカの

なかでは例外的に安定した存在であったメキシコ

も，他同と同様変動の嵐(1)なかに巻き込まれたと

汀ってよい3

その端的な表われは， 1988年7月の総選挙に見

て取ることができる。第 1表にあるとおり，この年

60年来の与党，制度革命党(PartidoRevolucionario 

Institucional :略称 PRI) の大統領候補であったサ

リーナス・デ・ゴルタリ (CarlosSalinas de Gortari) 

の得粟率は前任者を20寡もド回り，ようやく 50応

第 1表大統領選挙政党別得票率 （％） 

I 1958 | 1964 1 1970 | 1976 | 1982 | 1988 

三9:：：I：ェ： ：： ：，； :*>:： ：：： ； 
（出所） 内務局政党・選挙組織調整課 (Direcci6n
General de Gobierno, Direcci6n de Coordina-

ci6n con Partidos y Organismos Electorales) 

資料。

（注） ＊この年PANは内紛のため候補を立てられなか

った。

に達するといった状態であった。それに対して中

道・左派連合体 (FDN)を率いたクアウデモク・

カルデナスは， に31ぷの得梨をして， PRIを

2
 

秤かしたのであった。議会においても，上院では

じめて野党議員が当選したり，下院で 500議席中

240議席（のちに 3人は PRIに転向）を野党が占め

るという緊追した状態となった。

PRIは長い間ヘゲモニー政党としてメキシコに

君臨してきたが，債務危機のもとで，圧倒的優越

政党としての地位が揺らいでいることは間違いな

い。しかし， PRIは今後も国民の間での支持を減

らし続けてゆくのであろうか。それとも，なんら

かの形で優位政党としての地位を維持すべく，対

策をたてているのであろうか。このような間いに

答えるためには， まず PRIの地位が揺らいでき

た原因を探ってみなければならない。 PRIの地盤

沈下が経済的困難に由来する一時的なものなの

か，より長期的，構造的なものなのかが問われね

ばならないのである。

そこで本稿では，第1節で， これまでになされ

てきたさまざまな研究に基づいて， PRIの長期支

配を支えてきた要因を明らかにしたのち， 1970年

代はじめ以来いかにその支配が揺らいできたか，

また PRI政権の指禅者たちがいかに支配の立て

直しを試みてきたか，そして，その過程で債務危

機はどのような位置を占めてきたのかを，第11節

と第m節で明らかにする。そのうえで「おわりに」

では， PRI体制の現状は一時的な危機にあたるの

『アジア経済』 XXXI-11(1990. 11) 



1990110005.tif

Ⅰ　PRI体制を支えた要因

1990doc  99.7.12 2:10 PM  ページ 1121

か，構造的な危機にあたるのか， そして PRI体

制の将来はいかなるものなのかを論ずる。

I PRI体制を支えた要因

PRI体制とは言っても，メキシコにおける政治

権力が政党としての PRIに集中しているという

わけではない。メキシコ研究者の間での一般的な

見方としては，実際の権力は PRIそのものより

は，大統領を頂点とする行政機構に集中している。

ただ従来研究者の間では，メキシコの大統領のカ

について，相異なる見解が存在した。ひとつの見

方は，プランデンバーゲ (F.Brandenburg)に代表

されるもので，メキシコにおける政治権力は大統

領を頂点とする少数の「革命家族」中枢 (inner

circle)によって独占されていると見る。政策形成

過程において， PRIは無力であり，利益団体は直

接行政府に働きかけて利益を引き出そうとする。

ブランデンバーグによれば，こういった「全能の

大統領」は，メキシコの伝統と「気性J (tempe-

rament)の結果である（注 1)。

対照的にヴァーノン (R.Vernon)は，メキシコ

の大統領の権力を「蜃気楼」と見る。なぜなら，

ヴァーノンによれば，メキシコの大統領はさまざ

まな利益を満足させるために折衷的でジグザグの

政策形成・実施行動をとりがちであり，ついには

既得権益の網のなかで身動きがとれなくなってし

まうのである。結局のところ，メキシコにおける

権力は，種々の利益団体の間に分散している（注 2)。

スコット (R.Scott)もまた，構造機能主義アプロ

ーチの立場から，メキシコにおける社会的利益の

多様化が行政官僚による！：からの操作を困難にし

ており，大統領も対立する社会的利害をバランス

させる単なる中立的な役人にすぎなくなっている

メキシコ PRI体制の危機と再編： 1971~90年

と論じた（注3)。

このような両極端の見解に対して，次第に折衷

的な見方が有力になってきた。たとえば，労働者

の利潤参加制度の形成過程を分析したカウフマン

・バーセル (KaufmanPurcell) は，政策の大枠は

大統領がほとんど独断で決定したが，実施のため

の細目や技術的な問題については，関連する利益

団体の政策参加を認めたと結論づけている。その

過程で，当初の利潤参加制度は後退して，結果と

して勝者も敗者もない凡庸な内容の政策になって

しまったと言う。パーセルによれば，これこそ雑

多たグループの統合機能を果たすメキシコの政策

決定過程の特徴である（注4)。

国営食糧公社 (CONASUPO)の研究をしたグリ

ンドル (M.Grindle)は，別のタイプの折衷的見解

に達した。つまり，政策形成・実施のための手段

は豊富にそろっているので，大統領がある政策に

強くコミットしさえすれば，既得利益の抵抗があ

っても， これを排して実施にすすむことが可能と

なる。ただし，大統領の力は，任期 6年の期限に

近づくにつれて弱まる。なぜならば，大統領の再選

が禁止されているうえに，永久官僚制の欠如から

行政府のスタッフが 6年ごとに大幅に入れ替わる

ために，当初は大統領に忠実であった官僚たちが，

任期期限が近づくにつれて次政権での自分の地位

の考慮を優先させるようになるからである。革新

的な大統領の下で思い切った政策の実施に励んだ

官僚も，この時期になると将来の敵を生む可能性

のある行動を慎むようになる。その結果，大統領や

行政官僚の社会集団に対する力は下落する（注5)。

さまざまな折衷的見解を総合したコーネリアス

(W.Cornelius)とクレイグ (A.Craig)は，メキシコ

の大統領は強大な権力をもち，政治システムの機

能と正統化にとって中心的な役割を果たしている

3 
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が，彼はその権力を一定の範囲内（成文化されては

いないがメキシコの支配エリートの間では了解がある

範囲内）でのみ行使しうると結論づけた（注6)。

この権力行使の「範囲J が何であるのかについ

てのヒントは，上述したパーセルとグリンドルの

観察のなかに示されている。たとえばパーセルは，

メキシコにおける政策形成過程は種々雑多な集団

を統合する機能を果たしており，それがゆえに大

統領の権限は政策の細目決定と実施の段階で制限

されざるをえないと論じているが， PRI体制がさ

まざまな社会的・政治的集団や個人の広範なInl盟

によって形成され，維持されてきたことは，他の

多くの研究者によっても指摘されている。

たとえばメイエル (L.Meyer) によれば，革命

前と革命後の政治体制の最大の違いは，革命後は

「相互非排除」の原則がエリートの間に確立したこ

とである。つまり PRIの内部で大統領候補に指

名されることに成功した者は，失敗した者の派閥

(camarillas)メンバーを， どんなに政治的・イデオ

ロギー的立場が違っても，役職から排除しないと

いうのである。この寛容な行為の制度化こそ，

PRI体制の安定と長期維持を可能にした主要な要

因だという国7)。カウフマン・パーセルとジョン

・パーセルは，メキシコの PRI体制がきわめて

非排除・包括型になった原因を，革命後の国家形

成期の特徴のなかに求めている。革命後メキシコ

の国家は，中間層革命家と下層階級の代表者との

妥協の過程を経て形成された。したがって，体制

を支える同盟のなかには，中小企業から労働者・

農民まで，地方有力者から連邦国家官僚まで，さ

らに現実主義的な民族主義者からマルクス主義的

政治家まで，包含されることになったのである

（注8)。もちろん政府の上層部を占めるようになっ

たのは中間層政治家であったが，農民や労働者に

4 

たいする保護の必要は1917年の革命憲法のなかに

うたわれた。大企業は表面上支配同盟から排除さ

れていたが，実際には個別の政治家や官僚を通じ

て，政治への影牌力を維持した儘9)。1940年代以

降工業化が主要な国家目様としてクローズアップ

されるようになると，企業家と政府上層部との結

びつきは一層緊密なものになった。

こうして PRI体制は，大企業から労働者・

民までを包含するきわめて広範囲の支持基盤を持

つことになったが，この支持基盤を維持するため

には，広範囲の政策11標を掲げざるをえなかった。

このH標はイデオロギーと呼ぶにはあまりにも曖

昧かつ非均質的であるため，ブランデンバーグは

これを信条(creed)と呼び， ピーター・スミスほ10)

はこれをリンス (J.Linz)にならってメンタリティ

と呼んだ。

この政策目標は，大統領非再選，教会にたいす

る国家の優越，人種的・宗教的寛容といった広く

合意のあるものとldl時に，社会的正義と経済的近

代化といった，時には相互に矛盾し，支配同盟の

メンバー間に必ずしも十分な合意のない目標も含

んでいる。社会的正義という目標を重視すれば，

農地改革，労働条件改善，所得再分配，労働者・

農民の政治的権利の保障といった施策が必要にな

るし，逆に経済的近代化を急ごうとすれば，民間

投資家にたいする財産権の保証や利潤機会の整備

が不可欠となる。革命の後継者としての正統性を

維持するためには，所得再分配や労働者・農民の

権利擁護に進まざるをえないが，それがいきすぎ

ると産業化に必要な投賢環境を悪くしてしまう。

さらに，社会的正義の実現は，通常国家機能の拡

大を伴うが，経済生活への過度の国家介入は民間

投資家を疎外するであろう。

したがって，メキシコの大統領は，その巨大な
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権限を行使するにあたって，潜在的に矛盾する政

策目標の間のバランスを考慮しなければならない

のである。なぜなら，彼の政策があまりにも一方

に偏ると，政府内外の支持基盤のなかから強力な

異議申し立てがなされ，広範な支配同盟を維持す

ることができなくなるからである。

もちろん圧倒的優位を維持するのではなく，単

なる多数派形成でよいのならば，政策目標を狭め

ることは可能である。しかし，新たな，より同質

的な支配同盟を形成しようとすれば，それに対抗

する同盟に直面する危険を冒さなければならなく

なるであろう。しかもグリンドルが指摘したよう

に，メキシコのいわゆるセクセニオ (sexenio, 6 

年任期）制度は，メキシコの大統領に任期 6年と

いう足枷をはめている。このような短期間に自分

に忠実な部下をつかって，支配同盟の組み替えを

完成させることは至難の技といってよい。実際現

在のゴルタリ大統領の登場以前に，この危険をあ

えて冒そうとした大統領は存在しない。

メキシコにおける大統領の地位がこのように不

確かなものであったにもかかわらず， PRI体制が

かくも長期間維持されてきたのは，ひとつには政

策目標間のバランスが，少なくとも1960年代まで

はなんとかとれていたからである。このバランス

は，社会的正義を重視する大統領と経済的近代化

を重視する大統領が交互に登場することによっ

て，また，ひとりの大統領が任期の後半になって，

政策を手直しすることによって維持された。社

会的正義の実現に意を払ったカルデナス大統領

(1934~40年）やロペス・マテオス大統領(58~64年）

もいれば，経済的近代化をめざすミゲル・アレマ

ン大統領 (46~52年）やディアス・オルダス大統領

(64~70年）も登場した（注II)。 また同じカルデナス

大統領の下で，社会的正義に対する熱意は，任期

メキシコ PRI体制の危機と再編； 1971~90年

の後半には薄れていった（注12)。

こういった政策目標間の交代は，セクセニオ制

度と相まって，政府の内外で不満や反抗が表面化

するのを防止する役割を果たした。まず政府部内

には，メイエルが指摘したように，非排除の原則

によって， さまざまな政治的・イデオロギー的立

場の人間が雑居していることが普通であるが，政

策目標が長期間固定されていないために，またあ

る時点では非主流派だったとしても， 6年後には

主流派となる可能性が残されているために，エリ

ート内非主流派もあえて大衆動員を図って政治的

安定を竹かすという行為をとらなかった。

また政府外においては，投資と経済的近代化を

重視する政策は，労働者・農民の反発をまねき，

消費と社会的正義を強調する政策は企業家層に不

人気であったが，企業家層の不満の一部が右派野

党の国民行動党 (Partidode Acci6n Popular :略称

PAN)支持へ流れた以外は（第 1表参照）， PRIの

支持基盤が大きく減少することはなかった。不満

はあるものの，政策目標が固定化されていない以

上，公然たる反抗によって政府との関係を悪化さ

せるリスクを冒すよりも，有力政治家とのコネを

開拓・維持することによって，既得権益を擁護す

る道を選んだのである。

しかし，たとえ政策目標の頻繁な交代があった

としても，産業化と経済的近代化をはかるための

投資拡大と，下屈民福祉と社会的正義実現に必要

な消費拡大とは，ある時点では矛盾せざるをえな

い。実際メキシコと同様にポプリスモ的体制の下

で産業化の進んだブラジル，アルゼンティンとい

った国々では， 1960年代になって矛盾が爆発して，

軍事政権が登場することになったのである（注13)。

メキシコがブラジルなどと違って，軍事政権に

転換しなかったばかりか，他国が政治的・経済的

5 
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第2表経常収支と外国資本取入れ
（単位： 100万ドル）

経常収支 政府部門

赤 字 I 直接投資 1 長期借款
（純）

1941~46 12.0 123.3 47.0 

1947~52 300.6 235. 5 114. 3 

1953~58 712.0 485.5 395.5 

1959~64 1,115.4 510.4 1, 138. 1 

1965~67 1,116.8 350.3 267. 7 

1968~70 2,050.8 51:1.3 848.8 

1971~73 2,663.3 672.8 1,692. 7 

1974~76 9,019.6 956.3 8,942.2 
1977~79 9,100 l, 494. 3 10,000 

1980~82 I 22. ooo I :3, 151. 4 I 22, 100 
（出所） NAFINSA, La econom{a en cifras 1978, 
メキシこ1, 1978年， Cuadro7.1／同 1984年版，
Cuadro 6.1／同 1986年版． Cuadro14. 4,, 

不安に揺れた1960年代に，「安定的発展」(desarrollo

estabilizador)と呼ばれるインフレなき麻炭経済成

長を達成しえた理由のひとつは，革命の後継者と

しての正統性を独占する PRIによる安定した支

配（したがって安定した投資環境）が，早期に確立さ

れたために，また北米に近いという地坪」：の事情

が重なった結果，早くからアメリカ資本が進出し

て，不足する資金を補ったことであった。ただ，

革命期以来の経済ナショナリズムを反映して，直

接投資にたいしては種々の規制が加えられたため

に，増大する資金需要は，次第に直接投資よりも

（％） 

1960~65 1965~70 1970~75 1975~80 

;;;,~ F1冒：：
昇羞アメリ~ 180 
（出所） ECLA, Anuario estadistico de Am伍 ca
Latina 1981, ニューヨーク， United Nations, 
1981年， Cuadro260より計算。

第3表公的債務残高増加率

長期借款によって賄われるようになった。第2表

の数字は，経常収支の赤字が，直接投資と政府部

門長期借款の取入れによってほぼ相殺されていた

こと，また1950年代までは，直接投資が借款を上

回っていたのに対して， 60年前後からは，ほぼ借

款が直接投資を凌駕するようになったことを示し

ている。さらに第3表によれば，ブラジルやアル

ゼンティンと比べて，メキシコでは公的債務の急

速な増加がすでに1960年代に始まっていた。

このように見てくると，メキシコでは外国借款

が早くから体制の安全弁として働いていたことが

わかる。つまり投資と消費，経済的近代化と社会

的正義を両立させようとするときに生じる無理

を，外国借款の取入れによって糊塗してきたので

ある。

債務危機は言うまでもなくこの安全弁が機能し

なくなったことを意味する。ということは，ラテ

ンアメリカにおいては例外的なメキシコの政治的

安定の基礎であった，広範な支配同盟が維持しに

くくなったということである。ただこの債務危機

は1982年になって突然生じたわけではなく，上に

述べたような PRI体制の借款依存体質の結果，

70年代のはじめには，すでに危機の兆候が現われ

ており． PRI政権も対応を考え始めていた。その

対応がどのようなものであったのか，そしてなぜ

それがうまくいかなかったのかを探るのが以下の

節の日標である。

（注 1) Brandenburg, F., The Making of Modern 

Afexico,エングルウッドクリフス， PrenticeHall, 1964 

年， 141~ 144, 155ページ。

（注2) Vernon, R., The Dilemma of Afexico's 

De・velopment: T加 Rolesof the Pri.でateand Public 

Sectors,ケンプリッジ（マサチューセッツ）， Harvard

University Press, 1963年， 131ページ。

（注3)Scott, R., lvfexican Government in Transi・ 
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tion, アーバナ， Universityof Illinois Press, 1971 

年， 26,162,244,245,247,302,303ページ。

（注4) Purcell, S.K., The Afaking of I'rofit-sha-

ring Decision: Politics in an Authoritarian Regime, 

バークレイ， Universityof California Press, 1975年，

131. 132, 139~ 144ページ。

（注5) Grindle, M. S., Bureaucrats, Politicians, 

and Peasants in Afexico,バークレイ， Universityof 

California Press, 1977年， 161~ 163, 165~ 166ページ。

（注6) Cornelius, W.; A. Craig, Politics in 1vfe-

xico: An Introduction and O,,en.•if.'1ぃ，ラホーヤ，

Center for US-Mexican Studies, University of Ca-

lifornia, San Diego, 1988年， 18ページ。

（注 7) Meyer, L., "Historical Roots of the 

Authoritarian State in Mexico," J. L. Reyna; P. S. 

Weinert編， Authoritarianismin lvlexico,フィラデ

ルフィア， ISHI,1977年， 15~16ページ。

（注8) Purcell, J.; S. K. Purcell, "State and Soci-

ety in Mexico: Must a Stable Polity Be Institutio-

nalized ?"しVorldPoliti心，第 :12巻第 2号， 1980年1

月， 195ページ。

（注9) Hamilton, N., The Limits of State Auto・ 

nomy : Post-rtかolutionaryI'vlexico, プリンストン，

Princeton University Press, 1982年， 207, 275ペー

ジ゜
（注10) Smith, P. H., [,abyrinths of Power. 

Political Recruitment in T⑭ entieth-century Afexico, 

プリンストン， PrincetonUniversity Press, 1979年，

53ページ。

（注11) 恒川忠市『従）属の政治経済学 メキシコ n

東京大学出版会 1988年第5章。

（注12) Hamilton,前掲書。

（注13) 細野昭雄•恒｝ 1|恵市『ラテンアメリカ危機

の構図 累積債務と民主化のゆくえー一□「有斐閣

1986年第 7章。

II PRI体制の危機と対外債務の増大，

1971~82年

エチェベリーア政権 (1970~76年）は，社会的正

義を菫視した政権として知られている。エチェベ

リーア自身，当初は「カルデナス主義」の復活を

メキシコ PR!体制の危機と再編： 1971~90年

唱えていた。エチェベリーアがなぜそのような道

を選んだのかについては諸説があるが， 300人余

の市民や学生が兵士の発砲によって死んだトラテ

ロルコ事件(1968年）によって生じた PRIの悪イ

メージを払拭する狙いがあったことは間違いな

し‘
゜
この事件は単なる反対派にたいする政治的抑圧

というだけではなく，戦後のメキシコ社会の変化

を反映するものでもあった。というのは，戦後の

ベビーブームによって，年率3ぷ以上のスピード

で人口が増加した結果， 1960年代の後半には，革

命もカルデナス期も知らない世代が人口の過半数

を占めるに至っていたのである。人口の若年化は，

過去の栄光に依る PRIの支持基盤の部分的弱体

化を意味した。 トラテロルコ事件はこういった社

会的，政治的変化を象徴的に示す事件だったとい

ってよい。

エチェベリーアが狙ったのは，「革命」の伝統

を呼び起こすことによって，疎外感を持つ若年層

を慰撫して， PRIの支持基盤に組み込むことで

あった。エチェベリーアの政策は，民主的開放

(apertura democratica)と所得再分配的発展 (desa-

rrollo compartido)の2つの名によって知られてい

る。民主的開放とは， PRI所属の大衆組織からは

独立した大衆組織や政治グループの活動の自由を

拡大したり，非政府系マスコミヘの締め付けを緩

めたりする政策をさしており，結果として，福祉

拡大や所得向上を求める下屑民の活動を活性化す

る作用を果たした。他方，所得再分配的発展政策

は，その名の示すとおり実質労働賃金の引き上げ

や農産物買い上げ価格の引き上げ， さらには公営

低価格スーパーマーケットの拡充，消費者金融制

度の整備などの政策を含んでいた。

こういった政策は，企業家層の反発をまねいた

7 
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が，彼らの警戒心を一層高めたのは，エチェベリ

ーア政権が当初，上記の政策実施に必要な財源を

企業家を含む高所得層への課税に求めようとした

ことであった。第2表が示すように，政府部門に

よる借款の取入れは1968~70年にはすでに 8億凡レ

を超える水準に達しており，政府としても財源を

さらなる外国借款に求めることを躊躇したのであ

る。外部に財源を求めない以上，国内のいずれか

のグループに負担を課さざるをえない。エチェベ

リーアは， PRI体制を支える支配同盟のなかで，

労働者・農民よりは企業家層により多くの負担を

かける道を選んだのであった。

しかし，企業家層の抵抗は強く，政府内外の有

力者に働きかけて上記の税制改革を骨抜きにした

ほか（注 l)，政府が求める産業化のための投資を控

えたり，資本を海外に逃避させたりして，民主的

開放や所得再分配的発展政策に抵抗した。第4表

はこの間の事情を如実に物語っている。この表で

粗固定資本形成増加率を見ると，エチェベリーア

第4表粗固定資本形成増加率と資本逃避額

粗増加固率定資本形（％成） 国 際(10億収ドル支） 

公的部門 民間部門 誤脱 短資本勘期定

1971 -23.2 8.9 0.2 

1972 40.2 2.5 0.2 

1973 39.6 3. 0 -（）．4 

1974 2.4 11. 4 -0.1 

1975 21. 6 2.0 -0.5 

1976 -7. 6 6. 1 -1. 9 

1977 -6. 7 -6. 7 -0. 2 -l. 5 

1978 31. 6 5. 1 0.0 -1. 5 

1979 17. 1 22. 7 0.9 0. 1 

1980 16. 7 13.9 -2.0 3.3 

1981 15.8 13.9 -8.4 10.2 

1982 -14.2 -17. 3 -6. 6 -2. 2 

期には全体として政府部門の伸び率に比して民間

部門のそれは背しく低いばかりか，政府部門の投

資活動が活発な年には民間部門はほとんど動か

ず，政府部門が不調の年にのみ民間部門が若干活

発に動くといった傾向をみせていることがわか

る。この傾向は，所得再分配的発展政策を放棄し

たロペス・ボルティーヨ政権下の傾向と対照的で

ある。第 4表にみられるとおり，特に1979年以降

は，石油景気のせいもあって，むしろ政府の投資

活動に民間部門も大いに呼応する傾向に変わって

いるのである。

同じ第 4表は1973年以降，国際収支中「誤脱・

短期資本勘定」がマイナスになったことを示して

いるが，一般にこれは資本の海外逃避が大きくな

ったためとみられている。

このような企業家層の抵抗にあって，エチニベ

リーア政権にとって残された道は，再び外国借款

に依存することであった。実際第2表に示されて

いるように，政府部門による借款の取人れはエチ

ェベリーア期の前半には17億旦，後半には実に90

億りし弱にまで達したのである。 PRI体制の安全弁

として外国借款を使う方式を，国内での負担の再

分配によって克服しようとしたエチェベリーアの

試みは簡単に挫折して，結扁は元のままの方式を

規模を大きくして採用することになった。

しかし，エチェベリーアによるこういった政策

は，皮肉なことに，借款依存体質をもっ PRI体

制の危機を表面化させる結果をもたらした。 1976

年8月，メキシコは対外債務返済不能に陥り，

IMFの援助を求めなければならなくなったのであ

る（注2)。外国借款に頼って，経済的近代化と社会

正義をなんとか両立させてきた PRI政権の綱渡

（出所） 第2表と同じ (1978年版， Cuadro7. 1, 84 
年版 Cuadro6. 1, 86年版， Cuadro3. 3)。 る。

りがきかなくなる日がとうとうやってきたのであ

8
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第5表実質賃金上昇率と年間平均ストライキ件数

公賃金定（上％最昇）低率 産賃業金（労上％働昇）者率 ストライキ
件数

1953~58平均 2.3 2. 7 207 

1959~64平均 8.3 5. 7 327 

1965~70平均 3.6 3.1 115 

1971~76平均 3.0 6.5 347 

1977 -0.3 -13. 8 604 

1978 -3. 5 -5.6 845 

1979 -2.0 -0.3 936 

1980 -6.8 -3.4 1, 4:12 

1981 1. 6 -5.1 1,174 

1982 -9.6 16.5 2,157 

1983 -18.0 -26.6 1,208 

1984 -7.4 -0. 7 769 

1985 -l. 1 1.0 542 

1986 -8.0 -6.6 n.a. 

1987 1.8 -6.3 n. a. 

1988 -18. 5 n.a. n. a. 

1989 -3. o n. a. n.a. 

（出所） 公定最低賃金上昇率： 1953~63は Direcci6n
General de Estadistica, Anuario estadistico de 

las Estados Unidos Mexicanos,メキシコ， Sec-
retaria de lndustria y Comercio,各年版/INEGI,

Estadistica historica de.i¥-1紅ico,メキシコ， 1985

年， Cuadro20. 11より計算。 1964~76は第2表
と同じ(1986年版， Cuadro2.14)より計算。 1977
~86は UnitedNations,.i¥.1exico after the Oil 

Boom: Refashioning a Development Strategy, 

ニューヨーク， 1987年，TablesIL 1, IL 2, 1988は
Come1-cio exterior, Banco Nacional de Comercio 

Exterior,各号より計算。 1989はメキシコ市での

インタビュー(89年11月）。
産業労働者賃金上昇率：1953~70はBortz,J., El 
salaガoenM紅ico,メキシコ， Edicionesel Caba-
llito, 1986年， 69ベージ/INEGI, Estadistica 
historica de Mexico,メキシコ， 1985年， Cuadro
20.11より計算。 1971~84は Trabajoy salarios 
industriales, メキシコ，各年版 (75年までは
Secretaria de Industria y Comercio, 以後は
Secretaria de Programaci6n y Presupuesto 発

行）／第 2表と同じ (1986年版， Cuadro13. 8)よ
り計算。 1985~86は UnitedNations,同上書，
Tables IL l, II. 2。1987は LaJornada, 1988年

4月28日。
ストライキ件数： STPS,.i¥.1emoriade labores, 
メキシコ，各年版/De la Madrid, M., Pがmer
informe de gobierno 1983 : trabajo y previsikn 
so"cial,メキシコ， 1983年/Direcci6nGeneral de 
Estadistica, Anuario estadzstico de los Estados 
Unidos,¥1exicanos, メキシコ， Secretariade 
Industria y Comercio,各年版。

メキシコ PRI体制の危機と再編： 1971~90年

エチェベリーア政権から債務危機とIMFとの協

定を引き継いだロペス・ポルティーヨ政権 (1976

~82年）は，国家主導の所得再分配的発展政策を放

棄して，緊縮財政政策と民間投資を重視する政策

に転換した。就任早々ロペス・ボルティーヨは140

にのぼる民間大企業に諮って「生産のための同盟」

を結んだ。これは，政府が十分な利潤機会を保証

する代わりに，企業側は雇用創出のための投資を

増加させるというもので，「十分な利潤機会」の

なかには，労働賃金を抑えることが暗黙の前提と

して入っていた（注3)。

実際第 5表に見られるとおり，エチェベリーア

期までは順調に伸びてきた実質賃金は，公定の最

低賃金も，労働協約に基づく産業労働者賃金も．

1977年以降ほとんど毎年下降を続けることになっ

た。ロペス・ボルティーヨ政権が，社会的正義で

はなく，経済的近代化を政策目標として最重要視

したことは疑いない。メキシコ経済は原油輸出の

急速な拡大もあって1978年までには回復し，債務

危機もとりあえずは解決されたが， ロペス・ボル

ティーヨ政権は経済的近代化目標を優先させる方

針を変えなかった。

こういった政策は企業家層に歓迎されたが．ェ

チェベリーア期の所得再分配路線からの 180度転

換に直面した労働者・農民はこれに強く反発した。

特に組織力にめぐまれた産業労働者は．活発なス

トライキ攻勢によって政府の方針を変えさせよう

とした。ロペス・ポルティーヨ政権にとって．事

態を難しくしたのは，エチェベリーア期の民主的

開放政策の結果， PRIの統制に服さない労働組織

や政治グループが叢生していたことであった。こ

れに対するひとつの方法は抑圧であったが，ロ

ペス・ポルティーヨ政権は．経済的犠牲を強いる

代わりに政治的譲歩をおこなう方針を選んだ。

， 
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1977年 12月の政治改革法によって，政党登録条

件が緩和された結果，メキシコ統一社全士義党

(Partido Socialista Unico Mexicano：略称 PSUM)

らの左翼政党が参加できるようになった。また下

院の比例代表区定員が拡大され，結果として野党

の議席がふえた（注4)。さらに政府は，エチェベリ

ーア期と同様反政府系マスコミに対して党容な態

虔を示し， PROCESO,UNOMASUN()などの

左派系有力誌の登場を許した。

ところが，非 PRI系労働組織や左派政治グル

ープの活性化は， PRI所属大衆組織の幹部に対す

る強い圧力として作用した。これらの糾織の幹部

も下部の支持を維持するために，賃金抑制策をと

る政府に対して，強い態度に出ざるをえなくなっ

たのである。こうして 1978年 6Jl, PRI系最大

の労働組織であるメキシコ労働者連合(Confedera・

ci6n de los Trabajadores de Mexico: 略称 CTM)

は，政府の言う政治改革にたいして，所得再分配

を主眼とする経済改革案を提案し， PRI系労働組

織の集合体である労働会議(Congresode Trabajo) 

も，この案を正式のプログラムとして採用した

（沖5)。第 5表に見られるロペス・ボルティーヨ期

の労働ストの増加は，非 PRI系ばかりでなく，

PRI系労働組織の活発な動きを考えなければ説明

がつかなし‘o

このような政府内外からの圧力を前にして，任

期の後半になってロペス・ポルティーヨは社会正

義を軽視する姿勢を一部改めることになった。公

定最低賃金は1981年には 5年ぶりにプラスを記録

したし，協約賃金も82年になって大幅な回復をみ

せた。これは， 1982年 2月のペソ切下げによる物

価上昇に対処するため，政府が1(）ぷから30はにの

ぼる緊急賃上げを奨励した結果であった（注6)。同

年 9月の銀行国有化も，民間部門主導の経済的近

IO 

代化をめざした初期の政策が，政権末期までに放

棄されたことを象徴的に示す事件であった。

ti会的正義の政策目標の部分的回復と同時に，
ロペス・ポルティーヨ政権は国家主導型の大規模

投汽を推進した。もちろんこのような政策は，大

量の原油収入と，それを担保にした外国借款の取

入れがあって，はじめて可能であ→た。エチェベ

リーア期に明らかとなっていた PRI体制の矛盾

と危機は，再び借款によって糊塗されたのである()

しかしその結果は今や町白となってしヽる。先延ば

しにされてきた矛盾は， 1982年の債務危機の発生

に上って，最終的にごまかしのきかなしヽ状態に氾

い込まれたのである。

（注 I) Tello, C., La politica econbmica en Alf,-

xico 1970-1976, メキシコ， SigloXXI, 1979年， 44

~49ベージ。

（注z) Gonzalez, E., "La politica econ6mica 1970 

-197fi: itinerario de un proyecto inviable," Im’ 'ヽS・

tigacibn econbmica,第3号， 1977年7-8月， 66~

67ページ。

（注J) Story, D., lndustr:y, the State, and /'1、blic
Policy in Afeェico，オースティン，Universityof Texas 
Press, 1986年， 153ページ/Bizberg,I., "Politica laboral 

y acci6n sindical en Mexico (1976-1982)," Fom 

intemacional,第25巻第 2-i}, 1984年10-12月， 184
°‘‘‘ ヘーン
゜（注4) Middlebrook, K., "Political Liberalization 

in an Authoritarian Regime; The Case of Mexico," 

P.W. Drake; E. Silva編， Electionsand Democmti-

zation in Latin America, 1980-1985, ラホーヤ，

CILAS, University of California, San Diego, 1986 

年， 79ページ。

（注5) Millan, R., "Cr{mica de una central: la 

CTM, 1970-1978," Facultad de Ciencias Politicas 

y Sociales, UNAM, Sindicalismo y politica en Me-

xico, メキシコ， 1986年， 52~5:{ページ/Durand 

Ponte, V. M., "El Congreso de Trabajo, la CTM y 

la crisis del pacto social,"「メキシコにおける国家労

働関係」ワークショップ (Centerfor US-Mexican 

Studies, University of California, San Diego, 1987 
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年）提出論文， 13~14ページ。

（注6) Punta critico,第128号， 11ページ。

III PRI体制の危機と経済近代化への

傾斜， 1982~90年

1982年の債務危機が76年のそれを大幅に上回る

規模のものであったことは， 累積債務残高が200

億トルから850億りレに増えていただけでな<, GDP 

成長率が76年にはマイナスにならなかったのに対

して， 82, 83年には30年代初期以来5(）年ぶりにマ

イナスに転じたこと，インフレ率も76年の15.8ぷ

にたいして， 82,83年にはそれぞれ 58.9五， 101.9 

ぷに逹したことを見れば明白であろう（第6表参

照）。

IMFの要求する緊縮政策の内容も一段と厳し

いものであり，ミゲル・デ・ラ・マドリー政権

(1982~88年）は，その政策の選択に当たって，ほ

とんど自由度を持たなかったと言ってよい。政府

は．財政赤字と輸人を大幅に削減する一方，民間

投資と輸出を焚励しなければならなかった。赤字

国営企業の整理が日程にのぼると同時に，非能率

な輸入代替産業にかわって，国際競争力のある輸

出製造業を振興するための貿易政策や産業構造政

策が追求された。予算削減や産業構造の再編成策

は，すくなくとも短期的には失業の増加と労働貨

金への下方圧力という結果を招かざるをえないも

のであった。実際公定最低賃金は， 1983年だけで

18占，協定賃金は実に 26.6ぷも下落した（第 5表

参照）。 失業率も，不完全雇用も含めると 1981年

の3.4姦から83年には11.7姦に， 86年には 19.4寡

にも達した（注 1)。

一度回復しかけた景気が． 1985年の大地震と86

年の石油グラットによって再度マイナスに転じる

1971 

1972 

1973 

1974 

1975 

1976 

1977 

1978 

1979 

1980 

1981 

1982 

1983 

1984 

1985 

1986 
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メキシコ PRI体制の危機と再編： 1971~90年

第6表 GDP成長率と消費者物価上昇率 。
（%) 

大統領 GDP 消費者物価
成長率上昇率

ルイス・
エチェベリーア

3.4 5. 3 

7.3 5.6 

7.6 12.0 

5.9 2:l.8 

4. 1 15.2 

2. 1 15.8 
ロベス・
ボルティーヨ

3.4 28.9 

8.3 17.5 

9.2 18.2 

8.3 26.3 

8.0 28.0 

-0.5 58.9 
ミゲル・デ・ラ・

マドリー
-5.3 101. 9 

3. 7 65.5 

2. 7 57. 7 

-3.8 86.2 

1.5 159.2 

1. 1 51. 7 

19s9 Iサリーナス認;1J I 3. ol) I 1s. 22' 

（出所） GDP成長率：第 1表と同じ (1987年版
Cuadro :i. 12) / United Nations,.h1exicu after 

the Oil Boom : Rej,1shioning a Development 

Strategy,ニューヨーク， 1987年， Tables11. 2, 
2. 1. 5 / ECLAC, Preliminary 0℃erview of the 

Latin American E噌conomy,ニューヨーク， 1989

年（『ラテンアメリカ・レボート』第7巻第 1号
1990年 48~63ページに引用）。
消費者物価上昇率： Bancode M紐ico,lmfome 

anual,各年版/ECLAC,同上書。

（注） 1)暫定値。
2) 1988年11月～89年11月。

と，デ・ラ・マドリー政権は，国営企業の整理・

民営化，産業構造転換(reconversionindustrial)政

策を，一層の勤勉さで実施し始めた。 1988年 3月

の政府発表によると，鉱業・国営産業省管轄の

412企業体中， 282社が民営化，閉鎖，ないしは地

方政府に移譲され，39社がその途上にあった（注2)。

閉鎖された国常製鉄所 (FundidoraMonterrey) の

場合のように，一度に数千名の労働者が職を失う

というケースも生じた。第 7表は，経済活動人口

I I 
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第7表経済.!舌動人口の産業別比率 C%） 

I 第1次産業第2次産業第 3次産業

三□ ：： 
（出所） ECLAC, Anuario estadistico de America 
Latina y el Caガbe,Edicion 1987,ニューヨーク，
United Nations, 1987年， Cuadro15~18 / !LO, 
Yearbook of Labor Statistics 1988,ジュネーブ，
1988年， Table2,〉

の産業別構造を示したものであるが， これによる

と1980年代になって第 2次産業従事者の比率が大

幅に落恥第 3次産業就業人口が2(）ボイント近く

も増えたことがわかる。第 3次産業就架者といっ

ても，その多くはいわゆるインフォーマルセクタ

ーの構成員であった。第 5表に見られるとおり，

労働賃金も下降ないしは低迷を続けた。

ロペス・ポルティーヨ期にも増して経済的近代

化を優先させ，社会的正義の政策目標を後退させ

たデ・ラ・マドリー政権に対しては，労働側の反

発も強かったが， うち続く不況と倒産の嵐のなか

で，労働側の戦闘力と交渉力は下降していった。

第 5表は，デ・ラ・マドリー期になって，ストラ

ィキ件数が次第に減少したことを示している。

不満をもっ PRI内外の勢力にとって，最後の

抵抗の拠り所は投票所であった。 PRI内部で政策

の転換を望む人々は， 1988年7月の大統領選挙候

補に社会的正義の政策H標をより重視する人物を

擁立しようと画策したし， PRI外部の左派勢力

は， ロペス・ボルティーヨ期以来拡大した政治的

自由を使って，議会での抵抗跨力を増やそうとし

た。

デ・ラ・マドリーをはじめとする PRI内の経

済的近代化派にとって好運だったのは， PRI内

12 

の社会的正義旅がフィデル・ベラスケス (Fidel

Ve!紐quez) に代表される古参幹部と，クアウテモ

ク・カルデナス (CuauhtemocCardenas)率いる党

内民主化派に分裂したことであった。前者はデ・

ヲ・マドリー政権の経済政策には反対だったが，

党組織の民主化によって自分の地位を失うのを恐

れていた。結局経済的近代化派と古参幹部の同盟

によって，カルデナスら民主化派は党を除名され

てしまう。

党外に出たカルデナスは，PRI以外の中道左派，

左派政党の連合組織として国民民主戦線 (Frente

Democratico Nacional :略称 FDN)をつくり， 1988

年 7月の総選挙に臨むことになる。すでに述べた

ように， この選挙でカルデナスは， 31ふの得票率

をあげて，デ・ラ・マドリーが選んだ PRI候補

のゴルタリを脅かした。この FDNの得栗中， ど

のグループがどのくらいの票を集めたかを詳しく

見たのが第 8表であるが，これによると， FDN

内の 4大組織中前回と比べて著しく得票率を伸ば

第8表主要FDN参加団体得票率 。
（%) 

1982大統領 1988大統領
選挙1) 選挙

人民社会党 (PPS) 1. 53 10. 32 

メキシコ真正革命党(PARM) 1.03 6. 30 

国民(P刷FC新RカNル)2>デナス戦線 1. 43 10.50 

メキシコ社会党 (PMS) 3.84 3.49 

4グループ合計 7.83 30.61 

（出所） 1982年選挙： FernandezChristlieb, P.; 0. 
Rodriquez Araujo, Elecciones y partidos en 
M紅ico, メキシコ， EdicionesEl Caballito, 1986 
年， CuadroI, II。1988年選挙：内務局政党・選
挙組織調整課提供の資料。
（注） 1）この年にはまだ FDNは結成されていなか
った。人民社会党，メキシコ真正革命党，国民刷
新カルデナス戦線（注2参照）は， PRIの大統領
候補であったミゲル・デ・ラ・マドリーを推薦し
た。
2) 1987年以前には労働者社会党 (Partido
Socialista de los Trabajadores)と称した。
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したのは，メキシコ社会党 (PartidoMexicano 

Socialista:旧PSUM)を除く 3党であった。メキシコ

社会党がIll共産党の流れをくむマルクスt義色の

強い政党であったのにたいして，他の 3党は，し、

ずれもかつて PRIから分離したか， PRIに近い

人々が組織した政党であった。結局カルデナスば，

マルクス主義左派の伸長によってではな <,PRI

内の経済的近代化派に反発する社会的正義派の結

集によって，多くの粟を集めることができたとし、

ってよいであろう。政策目標があまりにも経済的

近代化に偏りすぎたことに対して，社会的正義脈

が過去最大の社会的正義派であったラサロ・カル

デナスの子息クアウテモケ・カルデナスを擁立し

て抵抗したのである。

このような情況のなかで政権に就いたサリーナ

ス・デ・ゴルタリ大統領は，社会的正義派に妥協

するのではなく，デ・ラ・マドリーが始めた経済

近代化政策を踏襲して完成させる道を選んだ。国

営企業の解体や貿易の自由化がデ・ラ・マドリー期

にも刑して念速に進められる一方，中央銀行や産

業金融公庫 (NAFINSA)の機能が縮小され（注3)'

圧倒的に民間部門主導の経済体制への転換が図ら

れている。

このようなゴルタリ政権の方針は，経済的近代

化と社会的正義という 2つの政策目標間のバラン

スに基づく広範な支配同盟によって支えられてき

た PRI体制の解体を指向するものである。実際

ゴルタリ政権は，圧倒的優位政党としての PRI

の地位を捨てる方向に進んでいる。ミチョアカン

朴Iやゲレ t1小liでの衝突が伝えられてはしヽるもの

の，一部の地方選挙では，以前より公正な選挙を

保証するごとによって，野党の勝利を許している

し，将来の議会選挙に備えて， 35ぷの得票率をあ

げた第 1党に議席の50ぷを割り当てる新選挙法を

メキシコ PRI体制の危機と再編： 1971~90年

通過させてもいる（注4)。これは，将来 PRI支持

率がさらに下がっても，政権党としての地位だけ

は維持しようとするゴルタリらの努力の表われで

ある。おそらくゴルタリが狙っているのは， 日本

の自民党のような存在であろうと推察される。

しかし，政権党としての長期的な地位を確保す

るためにぱ，以前より狭い政策目標にあった，新

たな支配同盟の形成が不可欠である。今のところ

ゴルタリ政権の政策に対する確固たる支持者は，

若いテクノクラート的官僚と企業家層にすぎず，

で継続的に勝つための基盤としては狭すぎ

る。現在は， クアウテモク・カルデナスらに大衆

某盤を奪われることを恐れる PRI内の古参幹部

（恐屯〔dinosaurios〕と呼ばれる）が，不承不承ゴル

タリのリーダーシップに従っている状態である

が， これら古参幹部は社会的正義を求める下部か

らの圧力に絶えずさらされる存在でもあるため，

ゴルタリらの進める経済的近代化策に対して足枷

になる可能性がある。

ゴルタリ政権は，債務危機の圧力の下で，従来

の PRI体制を解体し，組替える作業を意識的に

始めたが，その見通しはまだあまりにも不確かで

あると言わなければならない。

（注 1) United Nations, Afexico after the Oil 

Ii(）（IIIl. • R、'.fashioninga De,•elopment Strategy,ニュ

ーヨーク， 1987年， TableI. 2。

（注2) La Jornada, 1988年3月30日。

（注3) 中央銀行および NAFINSAでのインタビ

ュー， 1989年11月。

（注4) Afexico & Central America Report, 1989 

年8月17日， 11月30日． 90年3月29n。

I 3 
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おわりに

--PRI 体制とメキシコの将来ー一—

前節までの論証によって，現在 PRI体制が直

面している危機が，経済不況による一時的なもの

などではなく， PRI体制の根幹に関わる構造的な

問題を含んでいることは明白であろう。 PRI体制

が，経済的近代化と社会的正義という 2つの政策

H標のバランスを外国借款の取人れによって保つ

ことで長期的安定を保証された体制である以上，

この 2つの政策H標間の矛盾か激しくなればなる

ほど，一層多くの借款に頼らざるをえず，債務返

済のための十分な外貨手当がなければ，新規借款

途絶による危機は早晩不可避であった。 1970年代

まで PRI政権の中心的政策のひとつであった輸

入代替T翌業化は，外貨節約には役立たないどころ

か，新たな機械や中間財の輸入を拡大させ． メキ

シコの外貨繰りを苦しくさせたのである，9

こうして． 2つの政策目標の両立が不可能とい

うことになれば，いずれかひとつを選ばざるをえ

ず，それは PRI体制を支えてきた広範な支配同

盟の解体と紐み替えを不可避の課題とした。ミゲ

ル・デ・ラ・マドリーとゴルタリは企業家層寄り

の道を選び， クアウテモク・カルデナスは労働者

・農民寄りの道を選んだ。カルデナスが PRIを

除名されたこと自体，かつての「相互非排除の原

則」がもはや適用不可能になったことを意味して

いる。

今までのところ，ゴルタリ側がリードしている

が，それはすでに述べたように， PRI内の古参幹

I4 

部がカルデナス派との共闘を拒否していること，

およびカルデナスが，ゴルタリらの政策に対抗す

る債務危機脱出の代替案を示せないでいることに

よるところが大きい。社会的正義を実現するため

には，単に労働者・農民の福祉の重要性を説くば

かりでなく，現在の危機を脱して，メキシコ経済

を新たな成長軌道に乗せる方策を示さねばならな

いことは，誰の目にも明らかであった。ところが，

カルデナスにはそれができなかったために，一時

は PRIの地位を脅かすかに見えた FDNはあえ

なく分裂して， 1989年にカルデナスが民主革命党

(Partido Revolucionario Democratico：略称 PRD)を

結成した時，それに参加した政党はメキシコ社会

党だけという有様になった。

社会的正義派が PRIの内外で足踏みをしてい

るあいだに，ゴルタリ政権は市場メカニズムに基

づく経済的近代化を着々と進めているが， この政

策が成功するか否かは，新たなルールによる経済

成長がどのくらいの規模で進むか，その過程で，

企業家屑以外の階層にどのくらい受益者層を増や

すことができるかによっている。ゴルタリがこの

試みに成功して，以前より狭いが，より均質的な

支配同盟の確立に進むスピードと，カルデナスが

社会的正義派の再結集に進むスピードのどちらが

早いか，これこそが PRI体制の，ひいてはメキ

シコの将来を決める最大の要因なのである。

（東京大学教養学部助教授）

〔付記〕 本稿はアジア経済研究所「80年代ラテンア

メリカの政治社会変動」研究会 (1989年度）の成果の

一部である。
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